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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第56期

第１四半期連結
累計期間

第57期
第１四半期連結
累計期間

第56期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（百万円） 9,771 9,974 51,873

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△666 △472 958

四半期純損失（△）又は当期純利益

（百万円）
△485 △300 328

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△722 △259 93

純資産額（百万円） 11,394 11,756 12,193

総資産額（百万円） 36,820 36,701 38,233

１株当たり四半期純損失金額（△）

又は当期純利益金額（円）
△35.61 △22.12 24.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 30.7 31.8 31.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３. 第56期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。

　　　　４．第56期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　５．第56期第１四半期連結累計期間及び第57期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1)　業績の状況　

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災により自動車や各種機械他で減産を余儀なくさ

れ、輸出も減少するなど大きな負の影響が出ました。その後はサプライチェーンの急速な復旧による回復基調が出

てきましたが、福島原発事故による電力供給や風評被害等の懸念事項や円高の影響も続いており、先行き不透明感

が拭えない状況となっています。

　建設業界におきましても、先行きの懸念から民間の設備投資に抑制が続き、公共工事の発注は低調であり、依然と

して厳しい事業環境が続きました。

　このような状況のもと、当第１四半期連結累計期間の経営成績は以下のとおりとなりました。

　売上高は9,974百万円(前年同期比2.1％増)となりました。利益面につきましては、営業損失が505百万円(前年同期

損失額642百万円)となり、経常損失は472百万円(前年同期損失額666百万円)となりました。また、四半期純損失は

300百万円(前年同期損失額485百万円)となりました。なお、当社グループは売上高が第４四半期に集中する傾向が

あり、業績には季節的変動があります。

　主な事業別業績は次のとおりであります。

〔商品販売事業〕

　商品販売事業におきましては、空調機器、制御機器、省エネ機器を中心とした設備機器の販売を行っております。売

上高は8,210百万円(前年同期比2.2％増)、売上総利益は1,349百万円(前年同期比5.9％増)となりました。

〔工事事業〕

　工事事業におきましては、主に計装工事の設計・施工および空調その他機器のメンテナンス・アフターサービス

を行っております。価格競争が続く中で、売上高は1,624百万円(前年同期比2.5％増)となりましたが、売上総利益は

407百万円(前年同期比7.8％減)となりました。

(2)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3)　研究開発活動

　該当事項はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類               発行可能株式総数（株）

                普通株式 46,308,000

計 46,308,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

  普通株式 13,988,000 13,988,000

　 大阪証券取引所

　 ＪＡＳＤＡＱ市場

　 （スタンダード）　

　単元株式数

　100株

計 13,988,000 13,988,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日　
－ 13,988,000 － 1,857 － 1,829

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　①【発行済株式】                                                                

 平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  　412,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,575,500     135,755 －

単元未満株式 普通株式　  　  400 －
１単元（100株）未満

の株式

発行済株式総数 　　　　  13,988,000 － －

総株主の議決権 －     135,755 －

 

　②【自己株式等】

 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東テク株式会社

東京都中央区日本

橋本町四丁目８番

14号

412,100 － 412,100 2.95

計 － 412,100 － 412,100 2.95

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　　　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,010 5,039

受取手形及び売掛金 15,860 12,142

有価証券 430 329

たな卸資産 1,495 2,789

繰延税金資産 371 551

未収入金 3,740 4,339

その他 77 115

貸倒引当金 △7 △6

流動資産合計 26,977 25,301

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,988 2,990

土地 3,581 3,581

その他 571 574

減価償却累計額 △1,909 △1,947

有形固定資産合計 5,231 5,198

無形固定資産

のれん 237 217

その他 211 199

無形固定資産合計 448 417

投資その他の資産

投資有価証券 2,370 2,569

繰延税金資産 620 606

その他 2,693 2,716

貸倒引当金 △109 △108

投資その他の資産合計 5,575 5,784

固定資産合計 11,255 11,399

資産合計 38,233 36,701
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,462 10,320

短期借入金 3,835 5,587

1年内償還予定の社債 1,700 1,130

未払法人税等 145 20

未成工事受入金 188 402

賞与引当金 591 296

役員賞与引当金 16 1

その他 797 1,208

流動負債合計 18,738 18,967

固定負債

社債 1,899 1,839

長期借入金 3,360 2,096

退職給付引当金 1,297 1,312

役員退職慰労引当金 430 439

その他 312 288

固定負債合計 7,301 5,977

負債合計 26,039 24,945

純資産の部

株主資本

資本金 1,857 1,857

資本剰余金 1,829 1,829

利益剰余金 8,646 8,169

自己株式 △149 △149

株主資本合計 12,183 11,706

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △76 △38

その他の包括利益累計額合計 △76 △38

少数株主持分 87 88

純資産合計 12,193 11,756

負債純資産合計 38,233 36,701
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 9,771 9,974

売上原価 7,973 8,138

売上総利益 1,797 1,835

販売費及び一般管理費 2,440 2,341

営業損失（△） △642 △505

営業外収益

受取利息 5 3

受取配当金 23 23

仕入割引 59 72

雑収入 30 20

営業外収益合計 118 120

営業外費用

支払利息 49 42

手形売却損 8 6

デリバティブ評価損 66 18

雑損失 18 19

営業外費用合計 142 87

経常損失（△） △666 △472

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 60 －

特別損失合計 60 －

税金等調整前四半期純損失（△） △726 △472

法人税、住民税及び事業税 11 20

法人税等調整額 △254 △195

法人税等合計 △243 △174

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △483 △297

少数株主利益 1 2

四半期純損失（△） △485 △300
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △483 △297

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △239 38

その他の包括利益合計 △239 38

四半期包括利益 △722 △259

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △724 △262

少数株主に係る四半期包括利益 1 2
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　　　該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　　　該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

EDINET提出書類

東テク株式会社(E02769)

四半期報告書

11/16



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

　　受取手形割引高 1,173百万円

受取手形裏書譲渡高 255百万円

　　受取手形割引高 1,470百万円

受取手形裏書譲渡高 250百万円

　
（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

　 当社グループの営業形態として売上が第４四半期に集

中する傾向があるため、第１四半期連結会計期間の売

上高は他の四半期連結会計期間と比較して少なくなる

傾向にあります。また、人件費等の固定費は他の四半期

連結会計期間と比較し、大きな変動がない傾向にある

ため、第１四半期連結会計期間の営業利益、経常利益、

四半期純利益は少なくなる傾向にあります。

同左

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る四半期連

結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無

形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日　
　　至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日　
　　至　平成23年６月30日）

　　減価償却費 42百万円

のれんの償却額 19百万円

　　減価償却費 57百万円

のれんの償却額 19百万円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

１．配当に関する事項

　　　 配当金支払額

（決議）
　

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 177 13平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１．配当に関する事項

　　　 配当金支払額

（決議）
　

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 176 13平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント
その他の事業

(百万円)

(注)１　

合計

(百万円)　

調整額

(百万円）　

（注)２　

四半期連結

損益計算書

計上額

(百万円）　

(注)３　

商品販売事業

(百万円)　

工事事業

(百万円)　
飲食事業

(百万円)　
計

(百万円)　

売上高         

外部顧客に対する

売上高
8,030 1,584 131 9,746 24 9,771 － 9,771

セグメント間の内部

売上高又は振替高
110 4 － 114 － 114 (114) －

計 8,140 1,589 131 9,861 24 9,886 (114) 9,771

セグメント利益 1,274 442 84 1,801 3 1,804 (7) 1,797

（注）１.「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、教育

　　　　　サービスを行っております。

　　　２．セグメント利益の調整額△７百万円は、セグメント間取引消去額であります。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 

報告セグメント
その他の事業

(百万円)

(注)１　

合計

(百万円)　

調整額

(百万円）　

（注)２

四半期連結

損益計算書

計上額

(百万円）　

(注)３　

商品販売事業

(百万円)　

工事事業

(百万円)　
飲食事業

(百万円)　
計

(百万円)　

売上高         

外部顧客に対する

売上高
8,210 1,624 115 9,950 24 9,974 － 9,974

セグメント間の内部

売上高又は振替高
75 0 － 76 － 76 (76) －

計 8,286 1,625 115 10,026 24 10,051 (76) 9,974

セグメント利益 1,349 407 71 1,829 10 1,839 (3) 1,835

（注）１.「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、教育

　　　　　サービスを行っております。

　　　２．セグメント利益の調整額△３百万円は、セグメント間取引消去額であります。

　　　３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

　　　　該当事項はありません。　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △35円61銭 △22円12銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純損失金額（百万円） △485 △300

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円） △485 △300

普通株式の期中平均株式数（株） 13,625,892 13,575,892

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月12日

東テク株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 阪中　修　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 唯根　欣三　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東テク株式会社

の平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２３年４月１日

から平成２３年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２３年４月１日から平成２３年６月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注

記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東テク株式会社及び連結子会社の平成２３年６月３０日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）1.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　　2.　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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